
第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

項目名
目標を設定するに至った

現状と課題
第７期計画における取組

目標
（事業内容、指標等）

中間見直し 取組の実施内容、実績 自己評価 評価の理由 課題と対応策 実施状況 公表の方法

志木市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

本市の高齢者人口については、急激な増
加は見られないものの、令和元年度に後
期高齢者数が前期高齢者数を逆転し、そ
の後も後期高齢者数は微増傾向にある。
住み慣れた地域でできるだけ長く自立し
た生活を送るために、高齢者にも参加し
やすい身近な地域に通いの場の立上げや
継続支援により、介護予防のみならず、
生きがいのある生活と孤立しがちな高齢
者が地域とのつながりを持てる機会を提
供し、社会参加を推進する必要がある。

【いろは百歳体操支援事業】
・地域において実施される住民主体の介護予防
事業「いろは百歳体操」の通いの場の立上げ及
び運営の継続支援。
・通いの場の周知と立上げからの継続的支援に
より、通いの場の増加と定着を図る。

年度　　　　　　H29年度　　H30年度　　R元年度　　R2年
度

通いの場数　　 １７　　　　　　２７　　　　　２３　　　　　２２
あり

・新規立上げ個所数　　なし
・通いの場の境に向けた意見交換会
　３回　４１人参加

○

コロナ禍によ
り、活動が停
滞していたが
再開に向け
た意見交換
会では活発
な話し合いを
行うことがで
きた。

通いの場の立上げが順調に増加していたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大により参加者の多くが高齢者のため感染リ
スクを懸念し活動を自主的に自粛する傾向が多く見られた。
サポーター対象に６月に実施した意見交換会では、各通いの
場の状況や感染対策について専門職を交えながら今後の活
動に向けての話し合いを実施できた。理学療法士による体力
測定や、再開に向けた意見交換会等、停滞している活動に
対しての支援策について検討していく。

実施 HPで公表

志木市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

本市において、令和元年度、後期高齢者
数が前期高齢者数を上回り、今後も団塊
の世代が７５歳以上となる２０２５年ま
で、急速に高齢化が進むと予想されてい
る。高齢者が住み慣れた地域や家で自立
した、自分らしい生活を継続しながら、
一方で必要な時に必要なサービスが受け
られるようにするために、介護保険制度
等による公助や共助だけでなく、自助や
互助といった多様な主体による多様な保
険外サービスの創設と地域住民の支え合
いの体制が周知、整備される必要があ
る。

【生活支援体制整備事業】
・第一層（市全域）、第二層（市内５圏域）協議体
を開催し、地域住民の主体性を引き出しながら、
住民向けフォーラムの実施や集いの場作りを進
めていくことにより支え合いを普及啓発し、担い
手となる人材や団体の発掘・育成とサービス等
の創設を図る。
・生活支援コーディネーターや協議体による地域
資源の把握等により、必要な時に必要な支援が
受けられる支え合いの体制を構築する。

協議体参加数（団体）
                H29年度　H30年度　R元年度　R2年度
第一層：　　　８７　　　　 ９０　        ９０　       ９０
第二層：       ７５          ８０         ３００       ３００

フォーラム等参加者数（人）
                H29年度　H30年度　R元年度　R2年度
              　   １９２　     ２００　     ７００　     ７００

あり

・第一層協議体の開催　８４人
・第二層協議体の開催　３１４人
・フォーラム等の開催　０人

コロナ禍で誕生した新しい取り組み
・Zoomを活用したオンラインでの話し合いの場
・ラジオ体操での新たな集いの場
・メッセージボードを利用した繋がり作り
・ウォークラリーによる運動機会作り
・自宅等で雑巾を作り、町内会や福祉施設、学校
などへ寄付する活動（自宅でできるボランティア
活動）

○

コロナ禍によ
りフォーラム
等は実施で
きなかった
が、オンライ
ンや屋外な
ど、新しい生
活様式に
沿った新しい
取り組みがで
きたことか
ら、評価を
「○」とした。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、今まで取り組
んできた各協議体、生活支援や支え合い・助け合い、集いの
場などが中止、中断を余儀なくされ、大きな影響を受けた。状
況に応じ、徐々に再開を始めているものの依然として影響を
受けている。
今後は、新型コロナウイルス感染症の影響下で誕生した新し
い取り組み、少人数やオンラインなどでの話し合い、屋外や
自宅などでできる活動などを引き続き進めていく。また、引き
続き休止している事業等も開催方法を検討し、再開を目指し
ていく。

実施 HPで公表

志木市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

本市における認知症の症状がある高齢者
は、平成２７年度の推計で約２，５００
人だが、２０２５年には約１．６倍の
４，０００人に増加すると予想されてい
る。認知症は早期に発見することによ
り、予防や進行を遅らせることができる
とされ、また正しい理解と診断、治療を
含む適切な対応により、認知症になって
も本人の意思を尊重しながら、できるか
ぎり住み慣れた地域で暮らし続けること
ができるため、かかりつけ医を含む、関
係機関等の認知症対応力の向上と地域住
民等のさらなる理解が必要となる。

【認知症初期集中支援チーム事業】
医療・保健・福祉に携わる専門職が、早期診断、
早期対応に向けた支援をチームで行うことによ
り、認知症になっても本人の意思が尊重され、で
きる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう
に支援する。
【認知症カフェの開催】
集いの場で認知症高齢者や家族、地域住民と専
門職等が交流を深め、情報交換をすることによ
り、認知症への正しい理解と対応の普及啓発を
図る。

認知症初期集中支援チーム訪問数（件）
　　　　H29年度　　H30年度　　R元年度
　　　　　　１４　　　　　３０　　　　　 ３０
　　　　R2年度　医療等適切な支援につながった割合85％
　　　　R2は目標の見直しを行い、アウトカムに修正した

認知症ケアカフェ開催回数（回）
　　　　H29年度　　H30年度　　R元年度　　R2年度
　　　　　　６６　　　　　８０　　　　　 ８０　　　　　２３
　　　　R2は新型コロナウイルス感染症

あり

○認知症初期集中チーム事業
　チーム員会議の開催　３回
　認知症施策推進会議（認知症初期集中支援
チーム検　討委員会）の開催　３回（うち２回は書
面）
　訪問実件数　９件　相談件数３件
　訪問実施者９人中、認知症評価を実施した結
果、
　認知症の疑いがあった人数　６人（66.7％）
　訪問実施者９人中、サービスに継続できた人数
７人
　（77.8％）
　
○認知症カフェ
　２箇所　５回　参加者数　延２３人
　新型コロナウイルス感染症の影響により、計画
通りの　開催はできなかったが、感染状況をみな
がら対策を講じて、実施内容も工夫して実施する
ことができた

○

○認知症初
期集中支援
チーム事業
訪問し、認知
症の評価を
実施し必要な
人に適切な
サービス接
続ができた

○認知症カ
フェ
感染対策を
講じて、下方
修正した目標
を達成するこ
とができた

○認知症初期集中支援チーム
・本事業は訪問拒否者の利用が困難な課題があるため、
チーム員会議後に関係者相談の時間を設けることにし、早期
対応について検討を始めた。有効であり、今後も継続したい。
・ケアマネなど関係者に周知がいきわたっていない実状があ
る。実例紹介等で周知を図りながら必要な対象者への利用
を促進していく必要がある。

○認知症カフェ
・コロナ禍での開催について、参加者、ボランティア等意見が
分かれることが多い。感染対策を講じ、安心して参加できる
場となるよう、今後も開催方法や内容を模索していく。

実施 HPで公表

志木市
①自立支援・介
護予防・重度化
防止

本市における要介護（要支援）認定者総
数は、第８期計画策定前年度の平成２９
年度には２，５１２人でしたが、２０２
５年には４，０１０人に増加すると予想
されいる。このうち要支援１・２と要介
護１・２の軽度認定者は２，７１７人で
全体の約６７．８％を占めることから、
自立支援・重度化防止の意識の定着と、
個々の利用者の課題の解決による、自分
らしい生活の実現と継続が重要となる。
また、自立に資するケアプランの作成が
広く事業所全体に定着するよう、ケアマ
ネジャーのスキルアップと平準化が必要
となる。

【自立支援型地域ケア会議の開催】
・介護保険法に定められた多職種が連携した地
域ケア会議を開催し、ケアプランに対し自立支
援・重度化防止の視点から専門職が助言を行
う。
・会議の評価や利用者への効果を検証すること
により、会議の普及と定着を図る。
・本市においては、介護給付適正化事業におけ
るケアプランの点検の機能も併せ持つ。

自立支援型地域ケア会議の開催数（回）
H29年度　　H30年度　　R元年度　　R2年度
　　　３　　　　　　 ９　　　　　 １１　 　　　 １１

事例検討数（件）
　    ９　　　　　　１８　　　　　２２　　　 　 ２２

あり

・自立支援型地域ケア会議
　開催回数　５回　事例検討数　５件
・自立支援型地域ケア会議スキルアップ研修
開催回数　１回　参加人数３２人
新型コロナウイルス感染症の影響により８月まで
中止となった。

○

コロナ禍によ
り約半年間
会議の開催
ができなかっ
たが、事例検
討数を減ら
し、会議時間
の縮小を行
い開催をし
た。また、関
係者にWEB
環境調査を
行い、Zoom
での開催が
できた。

新型コロナウイルス感染症の影響により、対面での会議を行
うことが困難であったが、開催回数や事例検討数が減少し
た。Zoomを活用し会議開催を重ね、開催の可能性を広げる
ことができた。また、今後の事例検討後のモニタリングについ
て、時期や方法等検討し、実施していく必要がある。

実施 HPで公表

保険者名

第７期介護保険事業計画に記載の内容 令和２年度（年度末実績） 公表の状況
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